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平成３０年度事業報告書 

 

Ⅰ．法人の概要 

    名    称  学校法人 華陽学園 

   所  在  地  岐阜市太郎丸８０番地 

   創     立  昭和４０年２月（１９６５年２月） 

 

   目     的  教育基本法及び学校教育法に従い学校教育を行い、建学の精神「人らしく女

らしく あなたらしく あなたならでは」を体し、幅広い教養と高度な専門

能力を身につけ、社会に貢献できる前途有為な人材を育成することを目的と

する。 

 

   設置する学校    岐阜女子大学 家  政 学 部  健 康 栄 養 学 科  １６０名 

                          生 活 科 学 科    ４０名 

                  文化創造学部  文 化 創 造 学 科  １３０名 

                  大  学  院  生活科学研究科      ６名 

                          文化創造学研究科   １０名 

                          文化創造学研究科    ３０名 

                        （ 通 信 教 育 課 程 ） 

                             上記数字は、入学定員 

 

   学  生  数    ９６９名 ※ 

   教  員  数     ８２名 ※ 

   職  員  数     ４１名 ※        ※平成３０年５月１日現在 

 

   役職員の概要  理 事 長  杉山博文 

            理   事   杉山博文  松川禮子 後藤忠彦 寺畠健  

    水谷邦照 松岡幸秋 田代久美子 太田裕之  

生田孝至 山口秀郎 久保田智子  

           監   事  篠田元弘 後藤真一 松井宏一 三品駿 
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Ⅱ．事業の概要 

 

平成３０年度事業の概要は、以下の通りである。 

 

１．岐阜女子大学中・長期計画の策定について 

   平成２６年度に策定した中期計画が今年度末に周期を迎えるため、学園環境の激しい変化

を踏まえ平成３１年度から平成３６年度までの中・長期計画を策定し、平成３０年１０月１

７日の理事会において可決承認された。 

計画期間 平成３１年４月１日から平成３６年３月３１日 

 

２．開学５０周年記念事業の開催について 

本学は昭和４３年に開学し、開学５０周年を迎え、これまでに一万人を超える卒業生を輩

出してきた。記念事業として、本学が他大学に先駆けて取り組んできたデジタルアーカイブ

学会を設立させ、第 1 回の研究大会「デジタルアーカイブの拓く未来」を本学で開催し、２

０１８年３月に東京大学で第２回研究大会を開催する運びとなり、デジタルアーカイブの一

層の発展に寄与した。 

 

３．平成３０年度私立大学研究ブランディング事業について 

   平成２９年１１月文部科学省の支援事業としてデジタルアーカイブを活用した私立大学研

究ブランディング事業に新たに選定され、２年目の取組となる。 

本事業は、地域に根差し地域社会に貢献する大学として、本学独自で育んできたデジタル

アーカイブ研究を活用し、地域資源のデジタルアーカイブ化とその展開によって、伝統文化

産業の活性化などの地域課題の実践的な解決や新しい文化を創造できる人材育成を行い、地

域の知の拠点となる大学を目指すものである。 

本年度は飛騨高山匠デジタルアーカイブに加えて新たに郡上白山文化遺産のデジタルアー

カイブの開発を進めた。これに伴い国より経常費補助金として３，６００万円の交付を受け

た。 

  事業期間 平成２９年度～平成３３年度 

 

４．平成３０年度私立大学等改革総合支援事業について 

    文部科学省による平成２５年度からの支援事業で、平成３０年度においても、「建学の精神

を生かした大学教育の質的向上」（タイプ１）、及び「他大学等との広域・分野連携」（タイプ

３）の支援対象校に選定された。これに伴い国より経常費補助金として３，６７０万円の交

付を受けた。 

 

５．ダイバーシティ研究環境実現イニシアティブ（連携型）事業について 

   本事業は４年目の継続事業であり、女性研究者支援体制の軸となる「連携型共同研究プロ

ジェクト支援」を実施することにより、岐阜大学、岐阜薬科大学、岐阜女子大学の３大学と

アピ株式会社が各々の特性を活かして連携し、共同研究を通じて女性研究者の研究力を強化

するとともに、地域内での女性研究者流動性を高めつつ、安定した活躍の場を確保すること

を目指し、地方創生にも繋げる計画である。 

  事業期間 平成２７年度から平成３２年度 
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６．平成３０年度現職教員の新たな免許状取得を促進する講習等開発事業について 

   本事業は４年目の継続事業であり、ハイレベルな教員免許状更新講習と免許法認定公開講

座・大学院等を連携させ、教員が学び続けて資質の向上を図るために、教員免許状更新講習

【対面授業・通信教育】を受講した教員を対象に、課題の提出により文部科学省免許法認定

公開講座【対面授業・通信教育】の単位認定を行う教育モデルプログラムを展開する。これ

に伴い国より委託費として１７６万円を得た。 

委託期間 平成３０年５月８日から平成３１年３月２９日 

         

      ７．岐阜女子大学における研究活動上の不正行為の防止及び対応に関する規程の見直しついて 

     平成２７年制定した当該規程を、文部科学省のガイドラインに沿って見直し、本学におけ

る研究活動上の不正行為の防止及び不正行為が生じた場合における適正な対応について

必要な事項を定めた。 

    施行日 平成３０年１２月３日 

         

８．教育活動について 

（１）各種コンクール等の開催について 

    小・中・高校生から成人まで、各自が持っている技術についての評価と、さらに学習の意 

欲を高めるため、各専攻・コース等でコンクールを開催した。各コンクールでは、自分の生 

活を見直し、さらなる技術評価が図られる。児童・生徒への働きかけ、指導等の向上、表現

活動の向上、高い専門的技術・能力の向上、など多様な視点からの評価と学習意欲を高め、

さらに技術・能力の向上を志す人を支援した。 

開催された各コンクールは以下の通りである。 

①  高校生「朝ごはん」コンテント（担当：健康栄養学科） 

②  手づくり絵本コンクール（担当：生活科学専攻） 

③  伝統文化裁縫コンテスト（担当：生活科学専攻） 

④  わたしの住まいリフォーム・デザイン案コンテスト（担当：住居学専攻） 

⑤  紙しばいコンテスト（担当：初等教育学専攻） 

⑥ デザイン書道コンクール（担当：書道・国語専修） 

⑦ 観光写真コンテスト（担当：観光専修） 

⑧ 英語キャプションコンテスト（担当：観光専修） 

⑨  デジタル・アーカイブコンクール（担当：アーカイブ専攻） 

 

（２）岐阜女子大学全国書道展の開催について 

本学の書道教育コースでは、書写・書道教育のできる幼・小・中・高等学校の教員養成を

目指す。この取り組みを現代の青少年の将来に向けて、生活全般にわたる健全な育成はもち

ろん、書写・書道教育を通じて人格陶冶の一助となるように、書写・書道教育の発展と振興

を目的に第１６回岐阜女子大学全国書道展を企画し、平成３０年９月に開催した。全国の高

校生・中学生・小学生を中心に半紙作品を募集し、大賞・準大賞・書道展賞他各賞を授与す

るもので、応募数は過去最高の１４，１６８点であった。 

 

（３）農業研究活動について 

教師になる上での知識、企画運営の実践力、多くの人と関わる力やコミュニケーション能
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力を高めることを目的として稲作を中心とした農業研究活動を実施している。この活動を通

じて、仲間とやりとげた達成感を味わい、そこで得た苦労や思いを児童育成の教育へと繋げ

ていくものである。 

 

（４）保育士養成課程による創作ミュージカルの発表について 

保育士を目指す学生が、地域の子どもやその保護者、または学生自身の保護者を対象に、

創作ミュージカルの上演を行っている（今年で１４回目）。企画から発表までの取り組みが実

践力を養い、自信を生み、顧客や仲間たちとの感動の共有が「できる保育者」への原動力と

なっている。 

 

（５）実践力ある教員養成のための体験実習（ＥＧＧプラン）について 

「ＥＧＧ（Ｅnjoy Global Growing up）プラン」では１年次から実習を行い、教員として

の実践力を養成するため、自主体験学習など、４年間を通して学びを蓄積できるプログラム

である。学生が社会と共同で教材研究や模擬授業等を行うことで、教育実践の場に根ざした、

実践知が伝承され、共に創造するシステムを構築して、教職志望学生の力量向上、さらには、

学校改革も含めた学校力の向上を目指すものである。 

 

（６）就職活動について 

平成 30 年度の本学への求人は 11,076 社からいただき、求人件数は昨年比 4.5%の増加、就

職希望対象学生 220名に対して 52 倍となった。低学年時から学生の出身地でのインターンシ

ップ、地域のニーズを課題として取り組むアクティブラーニングなどのキャリア教育を通し

て、実践力をつける実務実習を通し職業人としての職務適応力の指導に努めた。この結果、

昨年並みの高い就職率を確保できた。 

 

 

９．研究活動について 

 

（１）科学研究費補助金により行われたもの 

①「授業認知の位相転換に基づく授業技術の向上を支援する VR 映像プラットフォームの構 

築」 

                 基盤研究（Ｂ）   文化創造学部教授：生田孝至 

②「オーラルヒストリーに関する伝統・文化教育の効果を高めるデジタルアーカイブの研究」 

                 基盤研究（Ｃ）    文化創造学部教授：谷 里佐 

③「包括的連携価値化による都市の文化的景観づくりと観光まちづくりへの応用に関する 

研究」 

                 挑戦的萌芽研究   家政学部教授：黒見敏丈 

④「ミリ波帯パッシブサーモグラフィーを応用したタンパク質構造変化エントロピー測定」 

                 挑戦的萌芽研究   家政学部教授：岸上明生 

⑤「五代目市川海老蔵の東海地域における芝居興行に関する調査・研究」 

                 基盤研究（Ｃ）    文化創造学部特任准教授 

：木村 涼 

⑥「超高分解能走査型ミリ波サーモグラフィーの開発とその応用に関する研究」 

                 研究分担者     家政学部教授：岸上明生 
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⑦「音楽的発達と音楽的文化化の観点から検討した小学校のリズム指導カリキュラムの開 

発」 

                 研究分担者    文化創造学部教授：安藤久夫 

⑧「近現代日本の地方教育行政と｢教員育成コミュニティ｣の特質に関する総合的研究」 

                 研究分担者    文化創造学部教授：梶山雅史 

⑨「教育実践研究の伝承と創造を支援する授業研究プラットフォームの構築」 

                 研究分担者    文化創造学部教授：生田孝至 

⑩「授業認知の位相転換に基づく授業技術の向上を支援する VR 映像プラットフォームの構 

築」 

                 研究分担者    文化創造学部教授：佐々木恵理 

⑪「葉緑体による Ca2+シグナル制御の新機構」 

研究分担者    家政学部講師：野村裕也 

⑫「高度翻訳知識に基づく商品質言語サービスの研究」 

研究分担者    文化創造学部教授：河原俊昭 

 

（２）ヤマハ発動機株式会社との企業デジタルアーカイブ研究に関する産学連携協定について 

    企業デジタルアーカイブの振興に資するため、デジタルアーカイブの実践的な活用研究、

デジタルアーキビスト等養成、デジタルアーカイブ評価等について、相互に連携・協力を図

り研究を行うこととした。 

 

（３）郡上市「白山ユネスコエコパーク」学術研究について 

    郡上白山文化遺産の地域資源デジタルアーカイブを構築し、その地域資源デジタルアーカ

イブのオープン化と共にそのデータを有効的に活用し、新たな知を創造する本学独自の「知

の増殖型サイクル」を活かして地域課題を探求し、深化させ課題の本質を探り実践的な解決

方法を研究することとした。 

 

（４）山県市子ども・子育て支援事業計画策定に係るニーズ調査業務委託について 

    子ども・子育て支援事業計画（２０２０年度～）構築のための基礎資料とするため、アン

ケート調査を実施し、集計分析を行いデータの整備を行う。山県市の業務委託である。 

 

（５）山岡細寒天の新しい調理方法研究依頼について 

細寒天は細寒天の糸状を残して、さらに植物繊維とカルシウムが摂取できる食材であり、

家庭でも簡単にできる調理方法の検討を行う。岐阜県寒天水産工業組合の委託業務である。 

 

（６）米粉商品の開発研究依頼について 

稲作活性化及び地域活性化のための米粉を使ったご当地名物の開発を行うもの。一般社団

法人よみがえる岐阜の委託業務である。 

 

（７）地域食材を活かしたレシピ創作コラボレーション事業について 

    美濃市の公の施設「道の駅 美濃にわか茶屋」と本学がコラボレーションする中で、実践

的な研究機会を確保し、職を通じた地域の活性化に取り組むもの。株式会社美濃にわか茶屋

の委託事業である。 
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Ⅲ．財務の概要 

 

１．学生納付金収入 

平成３０年度  学生数    ９６９名（５月１日現在）１，０１６，３３５千円 

平成２９年度  学生数  １，０２９名（５月１日現在）１，１０３，６２１千円 

平成２８年度  学生数  １，０５８名（５月１日現在）１，１４５，７８８千円 

 

２．寄付金収入 

平成３０年度 

（１）一般寄付金                      ６，２０３千円 

（２）特別寄付金 

沖縄基金                              ２，４００千円 

    杉の実会（父母の会）                       ４，５４９千円 

   その他                          １００千円 

（３）現物寄付金  

   図書他                                  １，１３３千円 

合計                                               １４，３８５千円 
 

平成２９年度                                            ２４，２１０千円 

平成２８年度                                            １０，０６３千円 

 

３．補助金収入 

平成３０年度 

（１）国庫補助金 

私立大学経常費補助金他             １９９，８０６千円 

（２）地方公共団体補助金 

岐阜市結核予防費補助金他                ３２６千円 

合計                                           ２００，１３２千円 
 

平成２９年度                                          １９７，６６９千円    

平成２８年度                                          ２５３，２２７千円     

 

４．人件費         （   ）内は、「うち退職金金額」 

平成３０年度        ７４１，６４０千円    （     ７，６２３千円 ） 

平成２９年度        ７９６，０８２千円    （    ４７，４２８千円 ） 

平成２８年度        ８０３，０６０千円    （    ３０，４７４千円 ） 

 

５．教育研究経費   （   ）内は、「うち減価償却額」 

平成３０年度        ４５２，３３７千円    （ １３２，２４５千円 ） 

平成２９年度        ４６４，５７９千円    （ １４１，１３１千円 ） 

平成２８年度        ４５２，６９８千円    （ １３８，９８５千円 ） 

 



7 

 

６．管理経費       （   ）内は、「うち減価償却額」 

平成３０年度            １９８，６５６千円    （    ２５，７６２千円 ） 

平成２９年度            １９２，５４６千円    （    ２４，６６０千円 ） 

平成２８年度            １８８，７０４千円    （    ２３，７６６千円 ） 

 

７．土地 

平成３０年度                           ０千円 

平成２９年度                           ０千円 

平成２８年度                           ０千円 

 

８．建物 

平成３０年度 

    １０号館クーラー設置                   ３，５００千円 

    図書館エアコン更新他                 ２，５９２千円 

  合計                                               ６，０９２千円 
 

平成２９年度                                           ５６，１４９千円 

平成２８年度                                           １６，６７０千円 

 

９．構築物 

平成３０年度                           ０千円 

平成２９年度                       １，１５０千円 

平成２８年度                       １，３９３千円 

 

１０．教育研究用機器備品 

平成３０年度 

  学内ネットワーク機器更新               ５，４００千円 

ネットファイルサーバー設置              １，８０６千円 

その他                        ９，３１７千円 

  合計                                             １６，５２３千円 

  

平成２９年度                                           ６７，６１０千円 

平成２８年度                                           ３５，７５２千円 

 

１１．管理用機器備品 

平成３０年度 

    いずみ寮受信機取替                    ３９６千円 

 

平成２９年度                               ７８８千円 

平成２８年度                             ７，０７４千円 

 

１２．図書 

平成３０年度                             ３，３７１千円 

平成２９年度                             ３，６２３千円 
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平成２８年度                             ４，０７５千円 

 

１３．運用資産 

   平成３０年度                   ２，２０７，５２１千円 

   平成２９年度                   ２，１６８，９５４千円 

   平成２８年度                   ２，２０５，３３０千円 

 

１４．正味資産 

   平成３０年度                     ４，３２７，７０７千円 

      平成２９年度                     ４，３９１，３０９千円 

      平成２８年度                     ４，３９４，７１２千円 

 

 

 

※  学校会計基準による様式は、私立学校振興助成法で経常費補助金交付の観点からの表示区分と

なっております。 

 


